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重点取組項目の取組支援について

■重点取組項目の設定について
・今後の減災対策協議会では、「要配慮者利用施設の避難確保計画の作成や避難訓練の実施」
等を含む高齢者等避難の実効性確保(※)を重点取組として位置づけます。

■重点取組項目の取組支援について
・重点取組項目については、各機関の重点取組項目に関する支援ニーズを把握したうえで、
各機関のニーズに応じた取組支援の充実を図ります。

・そのうえで、各機関の重点取組項目のフォローアップと取組状況の情報共有を強化し、
確実かつ実効性のある進捗確保を目指します。

・重点取組項目の具体的な取組支援ニーズを把握するにあたり、次ページ以降で、
全国の関連する取組事例を紹介します。

(※)「高齢者等避難の実効性確保」は、流域治水協議会の取組の進捗状況の見える化を図る指標の１つ。
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重点取組項目「高齢者等避難の実効性の確保」の全国の取組事例の紹介

・平成29年度から「利根川中流４県境広域避難協議会」で関係自治体と広域避難の在り方を協
議し、高齢者等を優先して避難させるためにバスを用いた広域避難訓練を実施。(訓練成果
を活かし、加須市では、令和元年台風第19号で実際にバスを用いた広域避難も実施)

①バスを用いた広域避難訓練の実施(利根川上流河川事務所、加須市)

出典)利根川上流河川事務所HPより 出典)加須市HPより
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・富山河川国道事務所では、自治体職員や施設管理者向けに避難確保計画の作成支援資料を作成。

・避難確保計画の作成促進を目指し、自治体職員や施設管理者を対象に、河川の氾濫特性や、河川
防災情報・避難情報の基礎知識の向上を目指した資料作成を行っている。

②自治体職員、施設職員向けの避難確保計画作成支援資料の作成
(富山河川国道事務所)

出典)富山河川国道事務所の了承を得て掲載
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・信濃川下流河川事務所では、管内の自治体から要配慮者利用施設の位置情報を収集し、直轄およ
び県管理河川の浸水想定区域内の「施設ごとの浸水深、浸水継続時間等が自動表示される一覧表」
を作成し、避難確保計画作成時の参考資料として提供

③要配慮者利用施設の浸水リスク情報の提供
(信濃川下流河川事務所)

出典)信濃川下流事務所の了承を得て掲載

①別途に、施
設No.に対応
した 施設リ
ストを整理

〇〇保育所

〇〇市

②リストから施設No.入力す

ると自動で施設名、住所、
緯度経度等が表示

該当する施設の浸水
深、浸水継続時間など

が自動で表示


